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現 状 と 県 の 取 組 状 況 
 生活環境部（脱炭素社会推進課） 

【現 状】 
１ 再生可能エネルギー（再エネ）の出力制御について 
・電気は需要（電力使用）と供給（発電）の量を一致させる必要があり、その需給バランスが崩れると大規模停電につながる。供給が需要を上回る場
合、火力発電の出力抑制や他地域への電力融通を行い、それでもなお供給が需要を上回る場合に再エネの出力制御（発電停止）が行われる。 

・中国エリアでは、中国電力ネットワーク㈱が再エネ発電事業者に出力制御を要請。 
 ※中国電力㈱は発電、小売等を担い、中国電力ネットワーク㈱は送配電、電力網整備等を担う。 

 
２ 国の対応方針 
・国は、需給調整の手段として、再エネ導入推進の観点から再エネ（太陽光、風力）の出力制御を４番目に設定し、短時間での出力調整が困難な原子力等
は最終手段と位置付けている。 
＜需給調整が行われる順番＞                           
順番 需給調整の内容 
１ 火力（石油、ガス、石炭）発電の出力抑制、揚水発電のくみ上げ運転による需要創出、蓄電池の活用 
２ 他地域への広域的な送電（電力融通） 
３ バイオマス発電の出力制御 
４ 再エネ（太陽光、風力）発電の出力制御   ※個人住宅等 10kw 未満の発電設備は対象外 
５ 原子力発電、水力発電、地熱発電の出力制御 ※出力を短時間で小刻みに調整することが技術的に困難な発電方法 

  （根拠法令：「再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法施行規則第５条第１項第８の４号」「送配電等業務指針第 173 条、第 174 条」） 
 
・国は、電気の安定供給と再生可能エネルギーの導入拡大が両立できるよう、Ｒ５年 12 月に「出力制御対策パッケージ」をとりまとめ、出力制御が抑え
られるよう対策を講じているところ。 
＜出力制御対策パッケージによる対策例＞ 
需要面での対策例 ・配電網へ接続する大型蓄電池等の導入支援補助 
供給面での対策例 ・火力発電の最低出力引き下げ      

・再エネ発電事業者が行う出力制御をシステムにより自動化 
系統増強等 ・エリア同士をつなぐ地域間電力網の増強や、地域間電力網の運用見直し 
※「出力制御対策パッケージ」はＲ５年 12 月 19 日の政府「再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会」でとりまとめ 

 
３ 中国電力ネットワーク㈱の取組状況 

中国電力ネットワーク㈱は、国の「出力制御対策パッケージ」に基づき、再エネ出力制御の抑制に向けて以下の取組みを進めている。 
・既設火力の最低出力引き下げ検討など、可能な限り再エネ出力制御を抑える。 
・太陽光発電量予測を高精度化し、最低限の出力抑制とする。 
・出力制御の時間について、従来の１日単位（８時間程度）から 30 分単位で最低限の制御時間に変更する。 

 
【県の取組状況】 
  再生可能エネルギーの出力制御の解消は、エネルギー政策を所管する国で対応すべき課題であるため、蓄電池の低価格化に向けた技術開発の促進や導入
に係る支援を継続・拡充させることについて、令和元年度以降、国へ継続的に要望している。 
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